
別紙 ⑮ 

 金融機関等のご担当の皆様へ                

 

                          熊本家庭裁判所 

                          電話 096-206-2258 

 

相続財産清算人について 

 

１ 相続財産清算人について 

 民法９５２条により選任される相続財産清算人は、被相続人の戸籍上相続人が不存在である場合

や、相続人全員が相続放棄の申述を受理された結果として相続人不存在となった場合など、相続人

のあることが明らかでない場合に、家庭裁判所で選任される相続財産法人の代表者です。 

 

２ 相続人（相続関係戸籍等）の調査について 

 家庭裁判所が民法９５２条により相続財産清算人を選任するに当たっては、家庭裁判所において、

相続人のあることが明らかでないこと（相続人の不存在）について、亡くなった方（被相続人）の

相続関係の戸籍謄本、除籍謄本、改製原戸籍謄本等の全てに当たって相続人の調査を行っています。 

 

３ 相続財産清算人の資格証明について 

 相続財産清算人については、家庭裁判所で発行する裁判所書記官の認証のある相続財産清算人選

任審判書の謄本又は「相続財産清算人であることの証明書」等が、その資格を証明する書面となり

ます。 

 一般的に相続人が相続関係の手続をしようとする場合、自己が相続人であることを証明するため

には被相続人の相続関係の戸籍一式により証明する必要がありますが、相続財産清算人については、

上記の資格を証明する書面中「民法９５２条により」の文言が、既に家庭裁判所において上記２の

相続関係戸籍等による相続人の調査を経た上で選任されたものであることを表しています。 

 

４ 相続財産清算人の権限について 

 相続財産清算人は、民法１０３条に定める保存行為、利用行為及び改良行為ができるものとされ

ています。その範囲を超えるものについては、家庭裁判所の許可が必要となります（民法９５３条、

２８条）。 

 相続財産清算人が、金融機関等に対して、被相続人名義の預金の有無等について調査を依頼する

ことは当然にその権限内の行為となり、家庭裁判所の許可は不要です。また、被相続人名義の預金

があった場合に、その預金の払戻し、解約及び相続財産清算人名義への変更をすることも相続財産

清算人の権限内の行為であると解されており、これについても家庭裁判所の許可は必要ありません。 

  

 今後とも、相続財産清算人の適正迅速な管理業務の遂行について、ご理解とご協力をお願いいたし

ます。 

 
（参 考） 民 法 
 
 ２８条  管理人は、第１０３条に規定する権限を越える行為を必要とするときは、家庭裁判所の許可を得て、その

行為をすることができる。（以下略） 
 １０３条 権限の定めのない代理人は、次に掲げる行為のみをする権限を有する。 

一 保存行為 
二 代理の目的である物又は権利の性質を変えない範囲内において、その利用又は改良を目的とする行為 

９５１条 相続人のあることが明らかでないときは、相続財産は、法人とする。 
９５２条 前条の場合には、家庭裁判所は、利害関係人又は検察官の請求によって、相続財産清算人を選任しなけ

ればならない。 
    （２項略） 
９５３条 第２７条から第２９条までの規定は、前条第１項の相続財産の清算人について準用する。 


